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１．農業をとりまく情勢
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（１）食料自給率の推移

食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきました。近年は、カロリー
ベースでは横ばいで推移しています。

食料自給率＝
国内生産

国内生産＋輸入－輸出±在庫増減

資料：農林水産省「食料需給表」
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（２）我が国と諸外国の食料自給率

輸出が多い国の食料自給率は100％を超えている中にあって、我が国の食料
自給率は、先進国中最低水準です。
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資料：農林水産省「食料需給表」、FAO“Food Balance Sheets”等を基に農林水産省で試算。（アルコール類等は含まない）
注１：数値は暦年（日本のみ年度）。スイス及びイギリス（生産額ベース）については、各政府の公表値を掲載。
注２：畜産物及び加工品については、輸入飼料及び輸入原料を考慮して計算。

（％）

平成29年度
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年度 米 小麦 いも
類

デン
プン

豆類 野菜 果実 肉類 鶏卵 牛
乳・
乳製
品

魚介
類

砂糖
類

油脂
類

1955 110.7 25.1 43.6 4.6 9.4 82.3 12.3 3.2 3.7 12.1 26.3 12.3 2.7

1965 111.7 29.0 21.3 8.3 9.5 108.2 28.5 9.2 11.3 37.5 28.1 18.7 6.3

1975 88.0 31.5 16.0 7.5 9.4 109.4 42.5 17.9 13.7 53.6 34.9 25.1 10.9

1985 74.6 31.7 18.6 14.1 9.0 110.8 38.2 22.9 14.5 70.6 35.3 22.0 14.0

1995 67.8 32.8 20.7 15.6 8.8 105.8 42.2 28.5 17.2 91.2 39.3 21.2 14.6

2005 61.4 31.7 19.7 17.5 9.3 96.3 43.1 28.5 16.6 91.8 34.6 19.9 14.6

2015 54.6 33.0 18.9 16.0 8.5 90.8 35.5 30.7 16.7 91.1 25.8 18.5 14.2

（単位：ｋｇ）

注）「食料需給表」による。 品目ごとの１人当たり供給量を表示。

（３）食料消費量の推移
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期間 総合 米 麦類 豆類 いも類 野菜 果実 畜産物

1960 – 64年 100 100 100 100 100 100 100 100

1965 – 69年 117 107 78 73 82 123 142 151

1970 – 74年 120 94 27 64 60 135 184 205

1975 – 79年 129 99 25 49 59 141 206 241

1980 – 84年 129 84 44 49 63 145 199 280

1985 – 89年 134 87 55 57 70 147 194 307

1990 – 94年 128 81 38 40 63 137 172 313

1995 – 99年 122 79 28 38 58 129 161 297

2000 – 04年 115 70 40 46 53 121 150 286

注）「農林水産業生産指数」による。 各期間における指数の平均値（1960 – 1964年＝100）。

（４）農業生産指数の推移
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資料：平均経営面積：「農業構造動態調査」、USDA/NASS資料、EU 農業センサス2010、
Australian Commodity Statistics 2014

農地面積及び国土面積に占める割合：「耕地及び作付面積統計」、FAOSTAT
注１：平均経営面積について、日本は2014年、米国は2012年、豪州は2013年、ＥＵは2010年。
注２：農地面積について、日本は2014年、それ以外の国は2012年。
注３：日本の平均経営面積及び農地面積には、採草・放牧地等を含まない。
注４：日本の平均経営面積は一経営体当たりの経営耕地面積（農業経営体）。
注５：日本の「国土面積に占める割合」は、北方領土等を除いた国土面積に対する割合。

日本 米国 EU(28) 豪州
ドイツ フランス イギリス

平均経営面
積（ha）

2.45
(1)

175.6
(72)

14.2
(6)

55.8
(23)

53.9
(22)

90.4
(37)

3,076.4
(1,256)

農地面積
（万ha）

452 40,871 18,658 1,666 2,884 1,718 40,547

国土面積
に占める
割合（％）

12.1 41.6 42.6 46.7 52.5 70.5 52.4

（５）農地面積の各国の比較
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（６）農地・耕作放棄地面積の推移

１7



（７）年齢別基幹的農業従事者数の推移

8



（８）担い手の高齢化
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（９）農家１戸あたりの経営規模の推移
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（10）我が国における総人口の長期的推移
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（11）日本の人口の推移
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２．農業政策の変遷
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